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1
物価高騰対応公立学校学習用端末
更新事業

①物価高騰に伴い、タブレット端末等の教育機器の更新
に係る調達経費が増加している状況にあり、子どもたちの学習意欲を維持するため
にも、従前と同様の十分な学習環境を
確保する必要があることから、現行と同水準の機能を備えたタブ
レット端末等に更新を行うもの。
②学習用タブレット端末等の購入費（233台）
③総事業費22,601千円のうち、物価高騰に伴う価格上昇分8,504千円
　端末価格１台あたり60,500円 → 97,000円
　価格上昇分に係る経費として、
　端末１台あたり36,500円×233台＝8,504,500円
④町内小学校４校、町内中学校３校　計７校

中東情勢対
応

⑦医療・
介護・保
育施設、
学校施

設、公衆
浴場等に
対する物
価高騰対
策支援

R8.6 R9.3 22,601

物価高騰に伴う価格上昇により、児童生徒用の
タブレット端末の品質や数量を落とすことな
く、公立学校で利用する端末の更新を行うこと
により、現行と同水準以上の十分な学習環境を
確保する。
【成果指標】
・児童生徒への高性能なタブレット端末配備率
100%を継続する。
・タブレット端末の性能について、文部科学省
が示す「GIGAスクール構想第2期」の標準仕様
（CPU性能、メモリ等）を100%満たすものを調達
する。

ホームページ、広報誌等 こども教育課
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